
大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金交付要綱を次のように定める。 

平成２８年３月３０日 

                    大分市長 佐 藤 樹一郎 

 

   大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、燃料電池自動車の普及を促進することにより水素をエネ

ルギーとして活用する水素社会の実現を図り、地球温暖化対策に寄与するた

め交付する大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付に関し、大分市補助金等交付規則（昭和４９年大分市規則第５６

号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 燃料電池自動車 搭載された燃料電池によって発電した電気により駆動

される電動機を原動機とし、内燃機関を併用しない４輪以上の検査済自動

車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第６０条第１項の規定

により自動車検査証（以下「車検証」という。）の交付を受けた同法第２条

第２項に規定する自動車をいう。）であって、車検証に燃料が圧縮水素であ

ることが記載されているものをいう。ただし、同法第３条に規定する大型

特殊自動車及び小型特殊自動車に該当するものを除く。 

⑵ リース契約 燃料電池自動車の貸主が、当該燃料電池自動車の借主に対

し、当事者間で合意した期間にわたり当該燃料電池自動車を使用収益する

権利を与え、借主が、当該燃料電池自動車の使用料を貸主に支払う契約を

いう。 

⑶ リース事業者 リース契約その他市長がリース契約と同等の契約として

認めたもの（以下「リース契約等」という。）に基づき、燃料電池自動車の

貸付等を行う者をいう。 



⑷ 割賦販売 燃料電池自動車の所有者である売主が、当該燃料電池自動車

の買主に対し、当事者間で合意した期間にわたり月賦、年賦その他の割賦

の方法により分割して当該燃料電池自動車の販売代金を買主から受領し、

かつ、当該代金の全部の支払の義務が履行されるときまで当該燃料電池自

動車の所有権が売主に留保されることを条件に、当該燃料電池自動車を販

売することをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の

各号のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 燃料電池自動車を購入し、自ら使用する個人であって、当該燃料電池自

動車の新規登録（道路運送車両法第７条第１項に規定する新規登録をいう。

以下同じ。）をした時点において、市内に１年以上引き続き居住しており、

かつ、市税を滞納していないもの 

⑵ 燃料電池自動車を購入し、自ら使用する法人（国及び地方公共団体を除

く。）又は個人事業者（以下「法人等」という。）であって、当該燃料電池

自動車の新規登録をした時点において、市内に１年以上引き続き事業所を

有しており、かつ、市税を滞納していないもの 

⑶ 燃料電池自動車を購入し、４年以上の期間を定めたリース契約等（補助

金の額に相当する額を減額して使用料が設定されたものに限る。）により次

に掲げる者に使用させるリース事業者であって、市税を滞納していないも

の 

 ア 当該使用に係る燃料電池自動車を新規登録した時点において、市内に

１年以上引き続き居住している個人であって、市税を滞納していないも

の 

 イ 当該使用に係る燃料電池自動車を新規登録した時点において、市内に

１年以上引き続き事業所を有している法人等であって、市税を滞納して

いないもの 



２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象

者としない。 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同

条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以

下「暴力団関係者」という。） 

⑵ 法人等であって、代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成

員に暴力団員又は暴力団関係者に該当する者がいるもの 

⑶ リース契約等により、所有する燃料電池自動車を前２号のいずれかに該

当する者に使用させるリース事業者 

（補助対象自動車の要件） 

第４条 補助金の交付の対象となる燃料電池自動車（以下「補助対象自動車」

という。）は、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。 

⑴ 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第３条に規定する普通自動車

であること。 

⑵ 第７条第１項の規定による申請をする年度に初度登録（初めて道路運送

車両法第４条の規定による自動車登録ファイルに登録することをいう。以

下同じ。）された自動車（中古車を除く。）であること。 

⑶ 車検証における使用の本拠の位置及び所有者の住所（割賦販売又はリー

ス契約等の場合にあっては、使用者の住所）が市内であること。 

⑷ 自動車販売業者が販売促進活動（展示、試乗等）に使用する車両でない

こと。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は、車両本体の購入に要する費用とし、

消費税等は含まない。 

２ 補助金の額は、１台当たり５０万円とする。 

３ 補助金の交付は、一の個人又は一の法人等につき、１年度１台までとする。



ただし、補助対象者がリース事業者の場合は、リース契約等を締結した一の

個人又は一の法人等につき、１年度１台までとする。 

４ 補助金は、予算の範囲内で交付する。 

（他の補助等との関係） 

第６条 この補助金は、国、県その他の団体による金銭の交付、融資その他の

補助等を併せて受けることを妨げない。 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、

補助金の交付を受けようとする年度の３月３１日までに、大分市燃料電池自

動車導入推進事業補助金交付申請兼実績報告書（様式第１号）に、次の各号

に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、市長が必

要がないと認めるときは、当該書類の一部を省略させることができる。 

 ⑴ 誓約書（様式第２号）（リース事業者が申請する場合における第３条第１

項第３号ア又はイに掲げる者（以下この項において「使用者」という。）の

ものを含む。） 

 ⑵ 補助対象自動車の購入に係る請求書又は契約書の写し 

 ⑶ 補助対象自動車の代金の支払に係る領収書（割賦販売の場合にあっては、

その契約に係る書面）の写し 

 ⑷ 補助対象自動車の車検証の写し 

 ⑸ 住民票の写し（使用者のものを含み、申請の日前３月以内に発行された

ものに限る。） 

 ⑹ 登記事項証明書（現在事項全部証明書）（使用者のものを含み、申請の日

前３月以内に発行されたものに限る。） 

 ⑺ 市税の完納証明書（使用者のものを含む。） 

 ⑻ 補助対象自動車に係るリース契約書の写し（リース事業者が申請する場

合に限る。） 

 ⑼ 補助対象自動車に係る使用料の算定根拠を示す書類（リース事業者が申



請する場合に限る。） 

 ⑽ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請（以下この条において「申請」という。）を

先着順に受け付けるものとし、予算の範囲に達した日又は予算の範囲を超え

る日をもって受付を停止することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、申請の受付を停止する日に複数の申請があった

場合は、当該複数の申請について抽選を行い、受け付けた申請に係る補助金

の交付額の合計が予算を超えない範囲で受け付ける者を決定する。 

（手続の代行） 

第８条 申請者は、前条第１項の規定による申請等に係る事務を第三者に代行

させることができる。 

（交付の決定等） 

第９条 市長は、第７条第１項の規定による申請があったときは、その内容を

審査し、補助金を交付することと決定したときは大分市燃料電池自動車導入

推進事業補助金交付決定通知書兼額確定通知書（様式第３号）により、交付

しないことと決定したときは大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金不交

付決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付決定に当たり、申請者に対して必要な条件を付すこ

とができる。 

（補助金の請求） 

第１０条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業

者」という。）は、速やかに大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金交付請

求書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の補助金交付請求書を受理したときは、補助金を交付するも

のとする。 

（補助事業者の協力） 

第１１条 補助事業者は、市長から次の各号に掲げる事項について協力を求め



られたときは、やむを得ない理由がある場合を除き、これに応じるものとす

る。 

⑴ 補助対象自動車の使用状況等に関するアンケートの提出 

⑵ その他市長が必要と認める事項 

（処分の制限） 

第１２条 補助事業者は、補助対象自動車を新規登録した日から４年を経過す

るまでの間は、市長の承認を受けないで、当該補助対象自動車の処分（譲渡、

交換、貸付け（リース事業者が行う場合を除く。）、廃棄、担保に供すること

その他の補助金の交付目的に反する行為をいう。以下同じ。）をしてはならな

い。 

２ 市長は、前項に規定する事項の遵守状況を確認するため、補助金を交付し

た後の年度においても、補助事業者に対し当該補助対象自動車の車検証の写

しの提出を求めることができる。 

３ 補助事業者は、第１項の承認を受けようとするときは、あらかじめ大分市

燃料電池自動車導入推進事業補助金に係る財産処分承認申請書（様式第６号）

を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、処分

を承認することと決定したときは大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金

に係る財産処分承認通知書(様式第７号)により、処分を承認しないことと決

定したときは大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金に係る財産処分不承

認通知書(様式第８号)により、補助事業者に通知するものとする。 

５ 市長は、前項の規定による承認をしようとするときは、補助事業者に補助

金の全部又は一部を返還させることができる。ただし、天災等による破損等、

自己の責めに帰すべき事由以外の事由で当該補助対象自動車を処分する場合

は、この限りでない。 

６ 前項の規定により補助金の返還を求めるときは、補助事業等により取得し

又は効用の増加した財産の処分等の取扱いについて（平成１６．６．１０会



課第５号、平成１６年６月１０日付け大臣官房会計課通知）を準用し、残存

簿価相当額は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省

令第１５号）別表第１０に基づく定率法で算出する。 

７ 第１項の承認を受けた補助事業者は、当該承認に係る処分をしたときは、

大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金に係る財産処分報告書（様式第９

号）に関係書類を添えて、市長にその旨を報告しなければならない。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第９

条の規定による交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場

合において、当該取消しの部分について、既に補助金が交付されているとき

は、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

⑴ 補助金を他の用途に使用したとき。 

⑵ 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 ⑶ この要綱及び市長の指示に違反したとき。 

 ⑷ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑸ 補助事業者が、第３条第２項に該当することが判明したとき。 

⑹ 前条第１項の承認を受けないで補助対象自動車を処分したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、大分市

燃料電池自動車導入推進事業補助金に係る交付決定取消通知書（様式第１０

号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（変更の届出） 

第１４条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに大

分市燃料電池自動車導入推進事業補助金に係る変更届出書（様式第１１号）

を市長に提出しなければならない。 

⑴ 補助事業者の住所又は氏名（法人等にあっては、所在地、法人名又は代

表者の氏名）を変更したとき。 

⑵ 補助対象自動車の使用者の住所又は氏名（法人等にあっては、所在地、



法人名又は代表者の氏名）を変更したとき（リース契約等又は割賦販売の

場合に限る）。 

（補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１５日から施行し、平成２８年４月１日以降に

初度登録する補助対象自動車に係る補助金について適用する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年３月３１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金交付要綱の規定は、平

成２９年４月１日以降に初度登録する補助対象自動車に係る補助金について

適用し、同日前に初度登録する補助対象自動車に係る補助金については、な

お従前の例による。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年３月３１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年３月３１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正

規定は、同年３月３１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の大分市燃料電池自動車導入推進事業補助金交付要綱の規定は、こ

の要綱の施行の日以降に初度登録する補助対象自動車に係る補助金について



適用し、同日前に初度登録する補助対象自動車に係る補助金については、な

お従前の例による。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規

定は、同年３月３１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則の改正規定は、

同年３月３１日から施行する。 


